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3.  曝露評価 

3.1.  大気中濃度 

3.1.1.  米国の事例 

1999～2001 年の３年間にわたる AIRS(Aerometric Information Retrieval System)の
データベース(http://www.epa.gov/enviro/html/airs/index.html)、IMPROVE (Interagency 
Monitoring of Protected Visual Environments、http://vista.cira.colostate.edu/ 
IMPROVE/Default.htm)、米国クライテリアドキュメント(U.S.EPA (1996))の資料をもと

に、米国の PM10、PM2.5及び PM10-2.5の実態をまとめた。 
 
3.1.1.1.  PM10と PM2.5の年平均値の推移 

1999～2001 年の３年間における全米の PM10濃度は、年基準値（50μg/m3）以下で、測

定局全体の中央値は 23μg/m3であった。その全体傾向について述べる。図 3.1.1 に見られ

るとおり、1992 年以降の年平均値の推移は、都市部とその周辺部では減少傾向にあったが

農村部では 1996 年以降は横ばい傾向にあった。この 10 年間の変化を地域別でみると、北

西部で最も大きく（9.6μg/m3の減少）、中南部で少なかった（1.3μg/m3の差）。 
 

 

図 3.1.1  1992 年から 2001 年までの PM10年平均値の変化(U.S.EPA (2004))  
 
全米都市部及びその周辺部でPM10濃度が長期にわたり年々減少傾向を示しているのは、

粗大粒子よりも大気中での寿命が長い微小粒子の減少によると考えられている。環境政策

における規制効果等が、微小粒子濃度の減少に寄与したものといえる。 
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図 3.1.2 1980 年代から 1990 年代前半における PM2.5の都市ごとの 24 時間年間平均値とその

濃度範囲（米国及びカナダの健康影響調査結果から）。 
参考報告：（U.S.EPA (2004)） 

 
図 3.1.2は米国とカナダにおいて 1980年代後半に実施したPM2.5に関する健康影響調査

において得られた観測結果である（U.S.EPA (2004)）。Lipfert (1998)は、多くの都市部に

おいて 1970～1990 年の 20 年間に、PM2.5濃度が年間約 5%の割合で減少した可能性があ

ることを指摘した。 
カリフォルニアを対象とした 1990 年代の PM2.5 モニタリング結果によると、例えば、

1990～1995 年の５年間において、サウスコーストエア盆地では約 50%、サンフランシス

コ海岸部で約 30%、サクラメントの谷地域では約 35%、PM2.5の年平均濃度が減少してい

る。また、南カリフォルニアでは、1994～1998 年の５年間において地域によって差がある

ものの、硝酸塩、硫酸塩、アンモニウム塩等の PM2.5 主要成分の減少に伴い、2～37%の

PM2.5濃度が減少したと報告されている。 
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図 3.1.3  1999 年から 2001 年までの PM2.5 の年間平均濃度分布(µg/m3)   
情報源： AIRS (Aerometric Information Retrieval System) 

 
PM2.5の 1999 年から 2001 年までの３年間の全米測定局の中央値は 13μg/m3であった。

その分布を示したのが図 3.1.3 である。カリフォルニアや南東部域の年平均濃度が高く、

17μg/m3 を超えている。AIRS データによる全米大都市域の年平均濃度は 6-30μg/m3 の範

囲にあり、フィラデルフィア、ワシントン、ナッシュビル等、東部や西部の大都市部では

夏季に最も濃度が高くなる傾向があり、硫酸塩をはじめとする二次粒子によるものと考え

られている。 
そして、PM10-2.5の年平均濃度の中央値は約10μg/m3であり、その分布範囲は1～50μg/m3

にあった。カリフォルニアをはじめとする西部域でその値が最も大きく、埃の局所的寄与

が大きいためと考えられる。 
多くの都市域における PM2.5 及び PM10 の濃度は、概して過去十数年減少傾向にあった

が、ここ数年は横ばい状態であるといえる。 
バックグラウンド濃度を見ることによっても、都市域の粒子状物質の寄与状況を知るこ

とができる。米国東部の PM10バックグラウンド濃度は 4～8μg/m3と推定され、PM2.5バッ

クグラウンド濃度は 2～5 μg/m3と推定された。一方、西部の PM2.5バックグラウンド濃度

は 1～4 μg/m3と推定されている。PM10-2.5については、PM10及び PM2.5のバックグラウン

ド濃度値から推計し、米国西部で1以下から7μg/m3、東部で1以下から9 μg/m3であった。 
バックグラウンド粒子には、イベント的であるがサハラダストや黄砂も含まれる。全米

の 15～30%の広い地域にサハラダストが飛来し PM2.5濃度レベルを約 8.7±2.3μg/m3押し

上げたという報告、1998 年４月に飛来した黄砂によって全米 AIRS の 150 地点の PM10週

間平均濃度が約３倍に上昇したという報告がある。米国フロリダに届くサハラダストは粒

径 2.5μm 以下の部分が 30～50%も占めるという。米国に飛来する黄砂も同様に中央径は 2

 
濃度
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～3μm である。その他、中央アメリカやメキシコ南部からバイオマス燃焼により生成する

粒子状物質が春から夏にかけて飛来するほか、米国内の森林火災等、野火によりバックグ

ラウンド濃度が押し上げられる。 

 
図 3.1.4 全米における PM2.5 平均濃度の時間値（日内）変動。 

四分位範囲、中央値、平均値(+)で示す。 箱ひげ図上の数値は 1999
年の観測回数を表す。 
情報源：Fitz-Simons ら (2000) 

 
 

3.1.1.2.  PM2.5の時間値変動（日内変動） 

1999 年の AIRS データをもとに PM2.5の時間値変動を示した図 3.1.4 から、朝夕に極大

値を示す傾向を読み取ることができる。しかし、インレット加熱タイプの TEOM 観測であ

るため、硝酸アンモニウム塩等を含む半揮発性物質の消失誤差がデータ中に含まれている

ことに留意が必要である。また、PM2.5の日内変動は、排出量変化、二次生成量の変化、地

表面付近に形成される混合層の高さ及び空気塊の安定度等によって左右される。 
 

3.1.1.3.  PM2.5の成分濃度 

フィラデルフィア(ペンシルベニア州)とフェニックス（アリゾナ州）における PM2.5及び

PM10-2.5 の化学組成を比較した。両地点のデータにおける類似性のみを上げてみると、Al、
Si、Fe 等の地殻起源元素は、PM2.5濃度よりも PM10-2.5濃度と相関関係が高い。PM2.5中の

重金属類（Cr、Ni、Cu、Zn）の濃度は類似しており、Cr と Ni が約１ng/m3前後、Cu が

5～10ng/m3、Zn が 10ng/m3のオーダーにあった。これらの元素は PM10-2.5でも同様の濃

度レベルにあった。代表例としてフェニックスの大気粉じんの化学成分濃度を表 3.1.1 に示

す。 
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表 3.1.1 フェニックスにおける PM2.5、 PM10-2.5の化学組成濃度(ng/m3)  
及びそれらと粉じん質量濃度との相関関係 
* 括弧の値は蛍光 X 線定量値で表した分析の不確実性を表す。   

nnn 
濃度 濃度標準偏差(unc) 標準偏差(unc) 相関係数 相関係数 

 
情報源：Zweidinger ら (1998)が収集したデータに基づいて算出 

 
Pb に関しては、時期による違いが非常に大きく、原因としては、かつて自動車燃料に

Pb が添加剤として入っていたことが挙げられる。例えば、フィラデルフィアの大気粉じん

中の Pb 濃度は、2000 年に約 5ng/m3であったが、1990 年代前半にはそれより約３倍高い

濃度を示しており、1982 年には 250ng/m3であったという観測記録がある。また、フェニ

ックスにおいても同様に、2000 年には約３ng/m3であったが、1990 年には 39ng/m3であっ

たという観測記録もある。最近の研究では、Pb、Cu、Cd、Zn 等の金属類の発生源はビル

表面の風化、自動車ブレーキ、タイヤ、エンジンオイル、潤滑油等、多岐にわたるといわ

れている。 
超微小粒子に関する化学組成データは非常に少ないが、カリフォルニアで調査した

Cass(2000)らの報告によれば、有機化合物（組成比で 32～67%）、元素状炭素（EC）（3.5
～17.5%）、硫黄(1～18%)、NO3-（0～19%）、NH4+（0～9%）、金属酸化物（1～26%）

等であった。また、金属元素についていえば、蓄積モードの方が超微小粒子モードよりも

はるかに金属元素の存在割合が高い。 
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表 3.1.2 米国の代表的な地点における PM2.5の主要成分濃度 
(2001 年 10 月～2002 年 9 月) 

（μg/m3）

平均 平均 平均 平均 平均 平均

3 Burlington(VT) 201 10.0 61.0 1.0 0.26 0.84 － 2.5 31.4 <0 1.1 6.8 － 2.8 18.8 0.17 1.3 8.8 －

3 Philadelphia(PA) 262 14.2 86.8 2.1 0.66 2.3 － 3.1 50.5 <0 2.0 11.4 － 4.4 30.5 0.020 2.1 8.7 0.050
2 Atlanta(GA) 183 － － － 0.90 3.5 － 4.3 11.2 0.8 1.3 4.2 － 4.8 15.2 0.88 0.70 3.5 0.16
1 Detroit(MI) 189 16.6 53.1 2.6 0.68 3.7 － 3.2 11.2 <0 2.2 9.3 0.009 4.6 24.4 0.040 3.1 15.2 0.004
3 Chicago(IL) 139 15.7 42.7 3.6 0.61 1.6 － 2.8 7.4 0.31 1.9 8.8 0.17 4.2 21.2 0.56 2.0 10.2 0.12
1 St. Louis(MO) 324 15.6 52.1 3.8 0.72 2.7 － 3.5 11.5 － 1.9 7.2 0.14 4.3 20.6 0.64 2.3 14.0 0.20
3 Houston(TX) 229 12.4 21.9 5.9 0.30 1.1 － 2.2 12.1 － 1.2 8.8 － 3.5 26.0 0.030 0.68 5.8 0.040
2 Minneapolis(MN) 163 10.3 33.4 1.8 0.39 1.8 － 2.6 9.9 － 1.2 6.0 － 2.4 8.9 0.24 2.3 16.4 0.098
3 Boulder(CO) 161 9.5 26.9 2.1 1.0 4.4 0.15 3.2 13.8 0.28 0.79 4.3 0.009 1.6 5.9 0.29 1.5 7.9 0.14
1 Phoenix(AZ) 275 9.9 32.1 3.3 0.75 5.0 － 4.0 21.0 <0 0.5 2.6 － 1.3 3.8 - 1.1 6.9 0.008
3 Seattle(WA) 314 8.2 29.1 1.9 0.60 2.7 － 2.6 11.0 － 0.47 2.0 － 1.3 4.6 0.14 0.67 2.9 0.12
2 Sacramento(CA) 265 9.4 78.0 3.0 0.66 8.4 － 5.2 54.1 0.18 0.74 7.4 0.009 1.3 4.1 0.06 2.3 23.4 －

1 Reverside-Rubidoux(CA) 161 28.6 78.2 2.6 1.20 4.3 0.12 6.0 13.0 0.38 4.8 16.8 － 3.7 10.0 0.28 12.3 40.3 0.18

平均 平均 平均 平均 平均 平均

3 Burlington(VT) 201 0.020 0.28 － 0.041 0.41 － － 0.006 － 0.002 0.007 － 0.041 0.390 0.007 0.035 0.19 －

3 Philadelphia(PA) 262 0.019 0.54 － 0.053 1.1 － 0.004 0.035 － 0.002 0.009 － 0.084 0.53 － 0.037 0.18 －

2 Atlanta(GA) 183 0.028 0.65 － 0.060 0.36 － 0.001 0.003 － 0.002 0.011 － 0.084 0.47 0.013 0.037 0.28 0.006
1 Detroit(MI) 189 0.025 0.53 － 0.078 1.3 － 0.002 0.012 － 0.004 0.025 － 0.01 0.60 0.003 0.069 0.33 －

3 Chicago(IL) 139 0.03 1.1 － 0.085 3.1 0.005 0.001 0.002 － 0.003 0.014 － 0.091 0.53 0.014 0.058 0.55 0.10
1 St. Louis(MO) 324 0.044 2.5 － 0.099 5.6 0.016 0.001 0.011 － 0.014 0.13 － 0.24 1.3 0.012 0.13 1.1 0.010
3 Houston(TX) 229 0.092 1.6 － 0.072 0.64 0.001 0.003 0.011 － 0.002 0.013 － 0.073 0.83 － 0.055 0.44 0.001
2 Minneapolis(MN) 163 0.028 0.67 － 0.068 1.8 0.005 0.002 0.021 － 0.002 0.009 － 0.065 0.37 0.016 0.071 0.46 －

3 Boulder(CO) 161 0.092 0.41 － 0.063 0.3 － － 0.004 － 0.003 0.015 － 0.13 0.47 0.016 0.12 0.55 0.008
1 Phoenix(AZ) 275 0.12 0.87 － 0.11 0.69 － － 0.005 － 0.004 0.027 － 0.17 0.95 0.003 0.15 0.82 0.005
3 Seattle(WA) 314 0.015 0.24 － 0.055 2.3 0.007 0.003 0.029 － 0.003 0.024 － 0.053 0.29 0.001 0.029 0.20 0.001
2 Sacramento(CA) 265 0.040 0.52 － 0.10 3.3 － － 0.006 － 0.002 0.013 － 0.079 0.64 0.005 0.043 0.56 0.005
1 Reverside-Rubidoux(CA) 161 0.057 0.32 － 0.11 1.31 0.017 0.006 0.017 － 0.004 0.015 － 0.17 0.58 0.019 0.17 1.0 0.012

Organic Carbon
最大－最小

Sulfate NitrateAmmonium
最大－最小 最大－最小 最大－最小

*区分 地点名 n
Al

*区分 地点名
PM2.5(FRM Mass) Elemental Carbon

最大－最小
n

最大－最小

Fe Ca
最大－最小 最大－最小 最大－最小 最大－最小 最大－最小 最大－最小

K V Mn

 

平均 平均 平均 平均 平均 平均

3 Burlington(VT) 201 － 0.005 － － 0.014 － 0.002 0.022 0.001 0.002 0.014 0.001 － 0.016 － 0.008 0.057 0.007
3 Philadelphia(PA) 262 － 0.006 － － 0.017 － 0.006 0.13 0.001 0.004 0.025 0.003 0.005 0.025 － 0.015 0.095 0.007
2 Atlanta(GA) 183 0.001 0.014 － － 0.006 － － 0.002 － 0.002 0.011 － 0.003 0.008 － 0.008 0.034 0.001
1 Detroit(MI) 189 0.002 0.010 － － 0.014 － 0.002 0.022 0.001 0.006 0.043 0.001 0.006 0.034 － 0.025 0.19 0.001
3 Chicago(IL) 139 0.001 0.006 0.001 － 0.007 － 0.001 0.007 － 0.004 0.056 － 0.006 0.040 － 0.023 0.093 0.001
1 St. Louis(MO) 324 0.002 0.011 0.001 － 0.010 － 0.002 0.04 － 0.018 0.72 － 0.014 0.09 － 0.033 0.48 0.002
3 Houston(TX) 229 0.001 0.006 0.001 － 0.008 － 0.002 0.047 － 0.003 0.024 － 0.002 0.007 － 0.006 0.030 －

2 Minneapolis(MN) 163 0.002 0.012 － － 0.028 － 0.002 0.014 0.001 0.003 0.045 0.001 0.005 0.066 － 0.008 0.039 0.001
3 Boulder(CO) 161 － 0.005 － － 0.016 － 0.001 0.010 0.001 0.004 0.013 0.001 0.005 0.036 － 0.023 0.53 0.001
1 Phoenix(AZ) 275 0.002 0.009 － － 0.024 － 0.003 0.13 － 0.006 0.038 0.001 － 0.020 － 0.009 0.080 0.001
3 Seattle(WA) 314 0.001 0.007 0.001 － 0.007 － 0.002 0.020 － 0.003 0.045 － 0.004 0.078 － 0.009 0.048 －

2 Sacramento(CA) 265 0.002 0.006 － － 0.018 － 0.010 0.61 0.001 0.006 0.160 0.001 － 0.044 － 0.005 0.11 －

1 Reverside-Rubidoux(CA) 161 0.002 0.006 － － 0.017 － 0.002 0.014 0.006 0.006 0.037 0.001 0.006 0.026 － 0.023 0.21 0.001

平均 平均 平均 平均 平均 平均

3 Burlington(VT) 201 － 0.12 － 0.002 0.060 － － 0.19 － － 0.012 － 0.069 0.54 － － 0.033 －

3 Philadelphia(PA) 262 0.011 0.68 － 0.002 0.018 － － 0.30 － － 0.012 － 0.086 1.1 － － 0.035 －

2 Atlanta(GA) 183 0.003 0.049 － － 0.003 － 0.008 0.16 － － 0.003 － 0.11 1.4 0.010 － 0.019 －

1 Detroit(MI) 189 0.017 0.65 － 0.002 0.033 － 0.020 0.30 － － 0.013 － 0.11 0.84 － － 0.032 －

3 Chicago(IL) 139 0.017 0.67 － 0.001 0.005 － 0.017 0.69 － － 0.006 － 0.11 2.2 0.010 － 0.023 －

1 St. Louis(MO) 324 0.027 0.57 － 0.002 0.034 － 0.011 0.79 － － 0.007 － 0.17 4.0 0.011 0.008 0.028 －

3 Houston(TX) 229 0.050 0.70 － 0.001 0.009 － 0.020 0.38 － 0.002 0.022 － 0.23 2.8 － － 0.019 －

2 Minneapolis(MN) 163 0.008 0.17 － 0.002 0.016 － 0.018 0.52 － － 0.011 － 0.12 1.3 － 0.034 －

3 Boulder(CO) 161 0.019 0.66 － 0.002 0.009 － 0.020 0.15 － － 0.010 － 0.28 0.97 0.027 － 0.033 －

1 Phoenix(AZ) 275 0.047 0.40 － 0.002 0.021 － 0.025 0.38 － － 0.011 － 0.36 2.2 － － 0.038 －

3 Seattle(WA) 314 0.055 0.84 － 0.002 0.016 － 0.014 0.19 － 0.002 0.011 － 0.049 0.52 － 0.007 0.030 －

2 Sacramento(CA) 265 0.052 1.8 － 0.002 0.043 － 0.021 0.88 － － 0.015 － 0.12 1.1 0.011 － 0.035 0.009
1 Reverside-Rubidoux(CA) 161 0.072 0.71 － 0.003 0.024 － 0.032 0.31 － － 0.024 － 0.20 0.88 0.023 0.014 0.081 －

* 1：地理的分布を考慮した地点、2：PM10リスク管理都市、3：PM2.5とPM10のリスク管理都市

** 元素状炭素（Elemental Carbon）、有機炭素（Organic Carbon）は、TOT法（thermal optical transmittance method）（NIOSH法）で測定した。
*** EPAクライテリアドキュメント付録3Bから抜粋作成した。

Cd Ni Cu
*区分 地点名 n

As
最大－最小 最大－最小 最大－最小 最大－最小

Mg Mo

Pb Zn
最大－最小 最大－最小

*区分 地点名 n
Cl Si Sn
最大－最小 最大－最小 最大－最小 最大－最小 最大－最小 最大－最小

Cr

 

 
表 3.1.2 は、2001 年 10 月から 2002 年 9 月の１年間、カテゴリーごとに選択された 13

PM2.5(FRM質量) 元素状炭素 有機炭素 NH4+ SO42- NO3- 
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代表地点において SASS 等によって捕集した PM2.5試料の主要成分濃度をまとめたもので

ある。炭素については TOT 法（Thermal optical transmittance method、NIOSH 法）で、

NH4+、SO42-、NO3-はイオンクロマトグラフ法によるものである。炭素種で注目すべきこ

とは、炭酸塩も同時測定しているが全地点全試料において定量できず、EC や有機炭素（OC）

よりもはるかに濃度が低いことがわかった。OC/ EC の比は、約 4～6 となる地点が多い。

SO42-とNO3-のイオン当量和とアンモニアのイオン当量が概ね釣り合っている地点が多く、 
(NH4)2SO4及び NH4NO3で存在していることが示唆されている。なお、どの金属元素も表

中の主要成分濃度よりも１桁以上低かった。金属類において特徴的なことは、Ca、Fe、Al、
Si、Na 等、土壌起源や海塩起源と思われる元素が、PM2.5においても主要金属類であるこ

とである。 
 

3.1.2.  日本の事例 

日本では、環境省が平成 13～18 年にかけ、PM2.5及び大気環境基準の対象となっている

浮遊粒子状物質（SPM）を対象とし、表 3.1.3 の分類に基づく地点で測定を実施した(環境

省 (2007))。SPM はβ線式粉塵濃度計で、PM2.5は 50℃加熱方式 TEOM による連続測定

（平成 13～18 年）を行った。 
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表 3.1.3 調査地点の分類 
地理的な分類 都市・非都市による分類 

（一般局） 

1. 北海道 

2. 東北地方(宮城県) 

3. 甲信越地方(新潟県) 

4. 関東地方(茨城県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県)

5. 東海地方(愛知県) 

6. 近畿・中国地方(大阪府、兵庫県、岡山県) 

7. 九州地方(福岡県、宮崎県) 

 

（自排局） 

8. 関東地方(茨城県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県)

9. 東海地方(愛知県) 

近畿地方(大阪府、兵庫県) 

1. 都市部（一般局） 

取手市取手市役所測定局(茨城県)、太田市綿

打中学校測定局(群馬県)、蓮田市蓮田測定局

(埼玉県)、戸田市戸田・蕨測定局(埼玉県)、

市川市真間小学校(千葉県)、板橋区氷川測定

局測定局(東京都)、川崎市国設川崎測定局

(神奈川県)、名古屋市鳴海配水場測定局(愛

知県)、守口市大日測定局(大阪府)、堺市金

岡測定局(大阪府)、大阪市国設大阪測定局

(大阪府)、神戸市垂水測定局(兵庫県)、尼崎

市国設尼崎測定局(兵庫県)、倉敷市玉島測定

局(岡山県)、福岡市吉塚測定局(福岡県) 

 

2. 非都市部（一般局） 

札幌市西測定局(北海道)、仙台市長町測定局

(宮城県)、涌谷町国設箆岳測定局(宮城県)、

上越市深谷測定局(新潟県)、日向市旧日向保

健所測定局(宮崎県) 

 

3. 自排局 

取手市消防本部消防署(茨城県)、入間市国設

入間自排測定局(埼玉県)、市川市塩浜体育館

(千葉県)、野田市国設野田測定局(千葉県)、

千代田区国設霞ヶ関測定局(東京都)、横浜市

浅間下測定局(神奈川県)、川崎市池上新田公

園前測定局(神奈川県)、厚木市国設厚木測定

局(神奈川県)、稲沢市稲沢測定局(愛知県)、

名古屋市元塩公園測定局(愛知県)、飛島村国

設飛島測定局(愛知県)、守口市大庭浄水場

(大阪府)、大阪市出来島小学校測定局(大阪

府)、四條畷市国設四條畷測定局(大阪府)、

尼崎市武庫川測定局(兵庫県)、尼崎市国設尼

崎自排局(兵庫県) 

 

※都市部・非都市部による分類はPM2.5濃度の程度により分類した。比較的濃度の高い地点を都市部とし、濃度の低い

地点を非都市部とした。 
(環境省 (2007)に基づき作成) 
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β線式粉塵濃度計や TEOM のような連続測定装置ではないが、PM2.5の化学成分を測定

するためにSASSによる14日間の捕集を季節ごとにTEOMと並行測定が行われた。SASS
の方が TEOM よりも米国の FRM（Federal Reference Method、PM2.5の基準ろ過捕集法）

に近い方法である。これら SASS と 50℃加熱方式 TEOM の装置特性の相違を把握したう

えで、日本と米国の大気中の粉塵濃度を比較する必要がある。 
 

（SASS と TEOM の比較） 
平成 13～18 年に季節ごとに行った並行測定による TEOM/SASS 比は、要約すると一般

局（都市部）及び自排局では夏季に約 1 、他の季節に約 0.8 となった。その理由としては、

TEOM は粒子状物質中に含まれている水分を蒸発させるためフィルタ部及び大気導入管

を 50℃で加温しており、PM2.5 中に含まれている水分以外の半揮発性物質（硝酸塩、低沸

点の有機化合物等）も同時に揮散することにより、SASS に比べてやや低めの測定値を示

す傾向があるためと考えられる。この濃度差は PM2.5 濃度や半揮発性物質（NH4NO3 や

OC 等）濃度が高いほど顕著であり、また気温が低い時期ほど差が大きくなる傾向が見ら

れる。また、TEOM は、試料大気の湿度が急激に変化した場合には、湿度の増加に対して

は正、湿度の減少に対しては負の誤差を与える傾向が見られる。 
SASS に比べ、TEOM には以上のような装置特性による誤差要因が生じるが、SASS 測

定値を基準として補正することによってかなり改善される。SASS の年間平均許容誤差は、

1～3μg/m3の範囲（概ね、±2μg/m3）であり、TEOM 補正値の誤差もこれに近い。 
 

3.1.2.1.  SPM と PM2.5の年変動 

SPM（β線）質量濃度の年変動を図 3.1.5 に示す。平成 13～17 年度の推移をみると、

都市部の一般局及び自排局で減少傾向がみられ、特に自排局での減少割合が大きい結果と

なった。一般局のこの減少傾向は、関東地方が他地域に比べ顕著であった。これに比して、

自排局の減少には地域差が見られなかった。 
PM2.5（TEOM）の質量濃度の年変動を図 3.1.6 に示す。平成 13～18 年度の推移をみる

と、自排局で年々減少している。都市部の一般局では平成 13 年度から平成 14 年度にか

けて減少しているが、その後は横ばいとなっている。非都市部の一般局はこの 6 年間でほ

ぼ横ばいとなっている。地域別の傾向をみても、一般局はほぼ横ばいの傾向であった。自

排局の減少傾向については、地域的差異は認められなかった。 
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図3.1.5  SPM(β線)質量濃度の年変動 (環境省 (2007)) 
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図3.1.6  PM2.5(50℃加熱方式TEOM)質量濃度の年変動 (環境省 (2007)) 
 

3.1.2.2.  SPM と PM2.5の月間変動（季節変動） 

SPM（β線）の質量濃度の月変動を図 3.1.7 に示す。全国的には春季から夏季にかけて

（4～7 月）または晩秋から初冬季（11 月頃）に濃度が高くなる傾向にあり、12 月～2 月

頃に低くなる傾向にあった。その傾向には地域的な特徴が認められ、また、関東地方の一

般局及び自排局、東海地方の自排局では 11 月頃の初冬季も夏季と同程度の濃度で高くな

り、近畿・中国地方及び九州地方では、春季から夏季（4～7 月）が高くなった。 
一般に、高濃度になる要因としては、春季から夏季にかけては光化学反応が活発に行わ

れることによる二次粒子の生成、また、他の季節に比べ黄砂が春季に多く観測されるため、

その影響を受けて濃度が高くなることがある。一方、11 月は、大気境界層が安定形成され

大気汚染物質の拡散抑制作用が顕著になった結果と考えられる。 
PM2.5（TEOM）の質量濃度の月変動を図 3.1.8 に示す。月変動をみると、全国的には春

季から夏季にかけて（4～7 月）または晩秋から初冬季（11 月頃）に濃度が高くなる傾向

にあり、12 月～2 月頃に低くなる傾向にある。また、地域によって傾向が異なっている。

北海道、東北地方は全国的に見て濃度が低く、年間をとおして月平均濃度が 15μg/m3 を下



 3-11

回ることが多い。また、春季が 1 年で最も高くなるものの濃度の変動幅は小さい。 
一般に、高濃度になる要因としては、春季から夏季にかけては、紫外線等、光エネルギー

が強いため、光化学反応が活発になりやすく、二次粒子が生成されやすくなることが考え

られる。また、春季は他の季節に比べ黄砂が多く観測されるため、黄砂の影響を受けて濃

度が高くなることも考えられる。ただし、黄砂のピーク粒径は 4μm 程度であるため、SPM
に比べ、PM2.5 に対する影響はかなり小さい。11 月は、大気境界層が形成されることによ

ると考えられる。 
SPM と PM2.5の全国的な季節変動はよく似ており、その要因も同じと見てよい。 
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図3.1.7  SPM(β線)質量濃度の月変動 (環境省 (2007)) 
(平成13～18年度の平均値) 
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図3.1.8  PM2.5(50℃加熱方式TEOM)質量濃度の月変動 (環境省 (2007)) 
(平成13～18年度の平均値) 
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3.1.2.3.  SPM と PM2.5の時間変動 

SPM（β線）の質量濃度の時間変動を図 3.1.9 に示す。時間変動をみると、一般局（都

市部）は朝の 8 時前後及び夜の 19 時前後に濃度が高く、自排局は午前中に濃度が高くなっ

ていた。一般局の中でも非都市部では、夜の 19 時前後に緩やかに濃度が高くなっている。

地域別の傾向は一般局、自排局ともにみられなかった。 
PM2.5（50℃加熱方式 TEOM)の質量濃度の時間変動は図 3.1.10 に示すとおりであり、一

般局及び自排局とも、朝の 8 時前後及び夜の 19 時前後に濃度が高くなっており、自排局の

方が朝の濃度の変動がより大きい。一般局、自排局ともに明確な地域差はみらなかった。 
SPMとPM2.5の全国的な時間値変動の傾向は類似しており、変動要因も同じとみてよい。 
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図3.1.9  SPM(β線)質量濃度の時間変動 環境省 (2007) 
(平成13～17年度の平均値)  
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図3.1.10  PM2.5(50℃加熱方式TEOM)質量濃度の時間変動 環境省 (2007) 
(平成13～18年度の平均値)  

 
3.1.2.4.  PM2.5/SPM 

PM2.5（50℃加熱方式 TEOM）/SPM（β線）比の年変動を図 3.1.11 に示す。平成 13～
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17 年度の推移は、地域や年度によって違いがあるが、概ね 0.5～0.8 の間にあった。その比

の月別変化は、7～8 月頃に PM2.5/SPM 比が最も低くなる傾向にあったが、地域差は認め

られなかった。高温多湿の夏季におけるそれぞれの測定機器（方法）の違いによるものと

思われ、SPM と PM2.5の本質的な粒子特性とは考えられない。 
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図3.1.11  PM2.5(50℃加熱方式TEOM)/SPM（β線）比の年変動 環境省 (2007)  
 
 

3.1.2.5.  PM2.5の成分濃度 

SASS 法により得られた試料の化学分析結果をまとめたものが図 3.1.12 である。 
PM2.5の主要な成分は EC、OC、NO3-、SO42-、NH4+である。一般局では SO42-の占める

割合が最も多く、自排局では EC の占める割合が最も多い。一般局のうち都市部と非都市

部を比較すると、都市部では非都市部より NO3-の占める割合が多くなっており、非都市部

では都市部より SO42-の占める割合が多くなっている。OC や NH4+、Cl-は、一般局や自排

局等の違いによる大きな差はみられない。炭素・イオン成分の積み上げ値と PM2.5（SASS）
の質量濃度の差をその他の影響「Other」として表示すると、非都市部（一般局）→都市

部（一般局）→自排局の順に Other の割合が小さくなる。人為発生源の寄与率が高い区分

の PM2.5は、上述成分で充分に説明できる割合が多いことを示している。 
季節別の成分の割合をみると、一般局、自排局ともに夏季には SO42-の割合が増加し、

NO3-及び Cl-の割合が減少した。これは、気温の高い夏季には揮発性の高い硝酸塩や NH4Cl
等がガス化し、夏季気温程度で安定な硫酸塩が相対的に増えたためである。 
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※Other：質量濃度から炭素及びイオン成分濃度を引いたもの 

※炭素成分濃度はIMPROVE法による。 

 

図3.1.12 PM2.5(SASS)炭素･イオン成分の割合(平成16～18年度の平均値) 
 

EC の濃度変化は、図 3.1.13 に示すとおり、都市部、非都市部、自排局とも減少傾向を

示しており、中でも自排局の減少傾向が最も著しい。なお、平成１３年度から平成１４年

度にかけて濃度が大きく低下しているが、これは炭素の分析方法が熱分離法から

IMPROVE 法に変更されたためである。熱分離法は有機炭素の熱分離過程において、その

一部が炭化し、試料中に残留することにより OC を過少に、EC を過大に評価してしまう

恐れがあることが指摘されており、レーザー光補正を行う IMPROVE 法に比べ EC の濃度

が高く、OC の濃度が低くなる傾向にある。 
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※2 ○：全地点熱分離法により分析 

※3 △：一部の地点で熱分離法により分析 

※4 マークなし：IMPROVE法により分析 

※5 熱分離法で分析を行った年度についてはマークのみとし、折れ線は表示していない。 

※6 平成14年度は比較的濃度が高い近畿地方（自排局）が欠測のため、年平均値の推移に影響が 

   考えられることから点線とした。 

 

図 3.1.13 PM2.5（SASS）元素状炭素（EC）の年変動 
 
OC の変化は概ね横ばい傾向を示した（図 3.1.14）。なお、平成 13 年度から 14 年度に

かけて濃度が増加しているが、これは炭素の分析方法が熱分離法から IMPROVE 法に変更

されたためである。 
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※2 ○：全地点熱分離法により分析 

※3 △：一部の地点で熱分離法により分析 

※4 マークなし：IMPROVE法により分析 

※5 熱分離法で分析を行った年度についてはマークのみとし、折れ線は表示していない。 

※6 平成14年度は比較的濃度が高い近畿地方（自排局）が欠測のため、年平均値の推移に影響が 

   考えられることから点線とした。 

 

図 3.1.14 PM2.5（SASS）有機炭素（OC）の年変動 
 

EC 及び OC とも、自排局、一般局（都市部）、一般局（非都市部）の順に濃度が低い

傾向は、どの年度においても同じであった。このことから、EC 及び OC は自動車由来の
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粒子の寄与割合が大きいことが示唆される。 
 

SO42-の濃度変化は、一般局と自排局では濃度に大きな差は見られず、都市部と非都市部

の違いをみると、都市部の方でやや濃度が高くなる傾向がある。地域による差をみると、

西日本の近畿・中国地方や九州地方でやや濃度が高くなっており、東アジア地域からの越

境輸送が原因のひとつと考えられる。 
NO3-の濃度変化は、一般局、自排局ともに概ね横ばい傾向であった。都市部（一般局）

と自排局での濃度差よりも都市部（一般局）と非都市部（一般局）の濃度差が大きく、自

動車や工場等から物（化石燃料等）の燃焼によって発生する NOxの濃度差の大小に対応し

ているようである。地域別に見ると、関東地方の一般局、自排局がいずれも他の地域に比

べ高濃度となっており、人為発生源に起因していることが示唆される。 
 

PM2.5 の主要な金属イオン成分の化学分析結果について、表 3.1.4 に示す。この結果は、

全国 16 カ所（札幌、仙台、蓮田、板橋、横浜、伊那、堺、神戸、倉敷、福岡等）において

サンプリングした試料を、中性子放射化分析法により元素分析したものであり、平成 13～
18 年度における年４回（各季）の測定値を平均化したものである。 
 

表3.1.4 PM2.5金属イオン成分(平成13～18年度の平均値) 
（ng/m3）

金属 平均 最大 最小 金属 平均 最大 最小

Al 118 746 29 Fe 188 615 35

Cl 282 1230 5.5 Co 0.1 0.6 0.03

K 212 871 58 Ni 2.3 13 0.1

Ca 88 302 22 Cu 14 87 1.0

Ti 12 49 1.7 Zn 81 302 14

V 4.5 22 0.4 As 1.5 5.3 0.1

Cr 2.2 13 0.4 Se 0.8 2.2 0.1

Mn 10 28 2.0 Br 7.3 18 0.9  
 
3.1.2.6.  粒子状物質質量濃度の粒径分布 

平成 13～18 年度に観測した粒子状物質質量濃度の全平均粒径分布を図 3.1.15 に示す。

粒径分布をみると、微小粒子側の 0.5µm と粗大粒子側の 5µm の粒径をピークとし、1～
2µm が谷となる二峰型の分布となり、自排局では微小粒子側の粒径の濃度が一般局に比べ

やや高くなった。一般局の都市部と非都市部での比較では微小粒子、粗大粒子ともに都市

部の方で濃度が高くなっており、特に微小粒子側でその差が大きくなっている。 
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※ 調査地点数（都市部（一般局）：9 非都市部（一般局）：2 自排局：5） 

 

図3.1.15 粒子状物質(ALV；Andersen Low Volume Sampler) 
質量濃度の粒径分布(平成13～18年度の平均値)(1) 

 
PM2.5 の主要成分である炭素成分について、その粒径分布を図 3.1.16 に示す。EC は

0.5µm 以下の微小粒子側の粒径に偏在し、OC は 0.6µm 付近にピークをもつ濃度分布形

を示す。都市部の一般局及び自排局では 4µm 付近の粒径でも濃度がやや高くなる傾向が

ある。 
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※ 「3.3～4.7μｍ」～「11<μｍ」の粒径については平成14年度のみ調査を実施 

※ 調査地点数（都市部（一般局）：9 非都市部（一般局）：2 自排局：5） 

 

図3.1.16 粒子状物質(ALV)炭素成分濃度の粒径分布(平成14～18年度の平均値) 
 
イオン成分については、成分ごとに粒径分布をみると、以下のように分類される。 
・微小粒子側の単峰型：SO42-、NH4+ 
・微小粒子と粗大粒子の二峰型：NO3- 
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・微小粒子と粗大粒子の二峰型（粗大側に多く分布）： Cl- 
 
全体的に、自排局と都市部の一般局は同じような傾向を示しており、非都市部は Cl‐の

粗大側を除いて濃度が低くなっている。 
金属成分については、Fe、K、V、Mn が自排局及び都市部域が非都市部に比べ濃度が高

く、人為発生源の寄与が高いことを裏付け、Al、Na がカテゴリー別の差が見られない成分

である結果が得られたのだが（全国どこでも均一）、その粒径分布には次のような元素ご

との特徴が見られた。粗大粒子側に主に存在する単峰分布型元素（Al、Na、Fe、（Mn は

非都市部域のみ））と微小粒子側と粗大粒子側の二峰分布型元素（K、V、（Mn は自排局

と都市部域で））である。 
 
3.1.3.  米国と日本のデータの特徴 

 以上の情報をもとに、大気中濃度について、米国と日本の質量濃度や成分濃度に関す

るデータを整理して、それぞれの国のデータの特徴を記述する。なお、以下の理由から、

両国のデータを一概に比較することは困難である。 
 

① 米国のデータは日本のように、測定地域について都市部、非都市部、自排局のよう

な区分を行っておらず、金属成分に関するデータも一地域のものでしかない。 

② 米国のデータはフィルタ法により測定されたものであるが、日本のデータは自動測

定法であるTEOMで測定されたものであり、加熱により水分の影響を除去するため、

半揮発性物質が消失する等の影響を受けている。 

③ 米国のデータは中央値、日本のデータは平均値と代表値の指標が異なる。 

 

3.1.3.1.  質量濃度について 

米国の PM10、PM2.5及びわが国の SPM、PM2.5について整理したところ、表 3.1.5 に示

すとおり、これまでの測定結果では、全体的に日本の PM2.5 濃度は、米国に比べて高い傾

向にある。この差は、排出源別寄与濃度の違い、バックグラウンド濃度の違い、都市構造

の違い等にもよるものと推察される。 
 ただし、前述のとおり、日米間では測定地域の区分や測定法に違いがあること、代表値の

指標が異なる等のため、質量濃度の違いについて比較することは現時点では困難である。 
 

表 3.1.5  PM10/SPM、PM2.5の濃度に関する米国と日本の特徴 
 

 PM10/SPM(µg/ m3) PM2.5(µg/ m3) 
米国(1999-2001)※ 23 13 
日本(2001-2006) 自排局 40-50 22-30 

都市部 (一般局) 30-40 20-23 
非都市部 (一般局) 17-20 14-15 

※米国のデータは、U.S.EPA. (2004)Air Quality Criteria for Particulate Matter.によるものであり、値は中

央値。 
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3.1.3.2.  成分について 

米国及び日本における OC/EC、SO42-及び NO3-の成分濃度の整理を行ったところ、米国

と日本とでは、OC/EC 比について大きな違いが見られるが、SO42-及び NO3-については、

表 3.1.6 の示したように比較的同等な値を示している。 
ただし、前述のとおり、日米における測定地域の区分や測定法に違いがあることから、

成分濃度の違いについて比較することは現時点では困難である。 
 

表 3.1.6  粒子状物質の成分に関する米国と日本の特徴 
 

 OC/EC SO4
2-(%) NO3

-(%) 
米国(2001-2002)※ 4-6 22 17 
日本(2001-2006) 自排局 0.6 18   13 

都市部 (一般局) 1.0 23 14 
非都市部 (一般局) 0.9 27 8 

※カテゴリーごとに選択された13代表地点の測定値より算出（表3.1.2より） 
 

3.1.3.3.  金属成分について 

金属成分については、表 3.1.2 にまとめた米国 13 都市のデータの単純な算術平均値を用

いた（表 3.1.7）。ただし、都市分類の定義が異なり、サンプリング手法及び分析手法も異

なることから、金属成分の違いについて比較することは困難である。 
 

表3.1.7 粒子状物質の金属成分に関する米国と日本の特徴 
 
 Al※3 K V Mn Fe Ca Cu Zn Cr 
米    国 
(2001-2002)※1 

47 76 3 4 99 77 5 15 2 

日    本 
(2001-2006)※2 

118 212 4.5 10 188 88 14 81 2.2 

※1 カテゴリーごとに選択された13代表地点の測定値より算出（表3.1.2より） 
※2 日本の全国16カ所における平成13～平成18年度における平均値 
※3 単位は全てng/m3 
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前述のとおり、手法の違い等から濃度の単純比較は出来ないが、米国と日本の組成比の

特徴は以下の通りである。例に挙げたこれら 8 金属元素について、代表的地殻元素である

Al を基準にその相対濃度比を求めると、表 3.1.8 のようになる。 
 

表3.1.8 粒子状物質の金属元素の組成比に関する米国と日本の特徴 
 

 K/Al V/Al Mn/Al Fe/Al Ca/Al Cu/Al Zn/Al Cr/Al 
米    国 

(2001-2002) 
1.6 0.06 0.09 2.1 1.6 0.11 0.32 0.04 

日    本 
(2001-2006) 

1.8 0.04 0.08 1.6 0.75 0.12 0.69 0.02 

 
Al 相対濃度比が日米で大きく違っていないことから、PM2.5 の微量金属の組成的な差は

あまりないと言える。 
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3.2.  発生源影響  
3.2.1.  粒子状物質の排出量推計 

3.2.1.1.  排出量推計対象物質 

大気中微小粒子の評価を行うためには、各種発生源から排出される粒子状物

質（一次粒子）の排出量を把握することに加えて、大気中粒子の約半分を占め

る二次粒子の原因となる前駆物質に関する排出量を把握する必要がある。  
粒子状物質に関する排出量の推計に当たって、排出量を把握することが望ま

しい物質としては、表 3.2.1 のような物質が挙げられる。  
 

表 3.2.1 各種発生源と主な排出量推計対象物質  

PM NOx CO SOx NMVOC NH3 HCｌ

燃焼系発生源 固定 大規模固定煙源 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
中小事業所 ○ ○ ○ ○ ○
家庭 ○ ○ ○ ○ ○
小型焼却炉 ○ ○ ○ ○ ○ ○

移動発生源 自動車（４輪） ○ ○ ○ ○ ○ ○
自動車（２輪） ○ ○ ○ ○ ○
船舶 ○ ○ ○ ○ ○
航空機 ○ ○ ○ ○ ○
建機 ○ ○ ○ ○ ○
産業機械 ○ ○ ○ ○ ○

農業 野焼き ○ ○ ○ ○ ○ ○
農機 ○ ○ ○ ○ ○

HC蒸発発生源 工業系 精油所・油槽所 ○
石油化学工場 ○
給油所 ○
塗装 ○
印刷 ○
接着剤使用工程 ○
ゴム用溶剤 ○
その他工業用溶剤 ○
クリーニング溶剤 ○

移動発生源 自動車（４輪） ○
自動車（２輪） ○
建機、産機、農機 ○

自然 植物起源 ○
その他発生源 農業 畜産 ○

化学肥料の施肥 ○
工業系 肥料等製造施設 ○
都市活動 下水処理施設 ○

浄化槽 ○
人の発汗・呼吸 ○
ペット ○

自然 土壌 ○
海塩粒子 ○
火山 ○ ○
山火事 ○ ○ ○ ○
雷 ○

移動発生源 巻き上げ ○
タイヤ磨耗 ○

発生源区分
排出量
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3.2.1.2.  発生源別排出量の推計法 

各種発生源からの大気汚染物質排出量を算出する方法としては、排出量の実

態調査をもとに排出量を算出する方法と原単位法と呼ばれる排出係数に活動量

を乗じて間接的に推計する方法とがある。  
実態調査に基づく排出量の算出では、環境省が実施している大気汚染物質排

出量総合調査(http://www.env.go.jp/air/osen/kotei/h16/index.html、以下、マッ

プ調査 )が良く知られている。この調査では、全国の都道府県、指定都市、中核

市及び大気汚染防止法に定める政令市を対象に、大気汚染防止法に基づき届出

されたばい煙発生施設、一般粉じん発生施設、特定粉じん発生施設等を対象と

して、ばいじん、NOx、SOx 排出量の個別調査を行っている。この調査は、ある

規模以上の事業所からの排出量の実態を反映したものと言えるが、大気汚染に

係わる全ての発生源を網羅している訳ではないことに加えて、二次粒子の前駆

物質である NMVOC (Non-Methane Volatile Organic Compounds)、NH3、HC
ｌ等については調査対象外である。そのため、大気環境評価予測モデルの入力

データとしての排出インベントリの作成には、実態調査に基づく方法と原単位

法が併用されている。  
原単位法では、単位活動量当たりの排出係数を設定し、各種統計資料等より

求めた活動量を乗じて排出量を算出するが、特に我が国では、排出係数の情報

は少なく、数少ない測定値や諸外国における値を使用しているのが実状であり、

その代表性や活動量との対応については、注意が必要である。  
以下にこれまで、我が国で実施されてきた主な発生源についての排出量推計

法の概要を述べる。  
 
3.2.1.2.1. 大規模固定発生源 

マップ調査で捕捉されている大規模固定発生源については、マップ調査値

をもとに、以下のような方法で推計されている。  
・ 粒子状物質（TSP、SPM(又は PM10)、PM2.5）：TSP はマップ調査のばい

じん排出量を採用。SPM(又は PM10)、PM2.5 については、文献値をもと

に粒径ごとに区分。  
・ NOx、SO2：マップ調査値を採用。  
・ NMVOC、CO：マップ調査の燃料使用量に、施設種別・燃原料種別の平

均排出係数を乗じて算出。排出係数は、文献値をもとに設定。  
・ NH3：NH3 による脱硝を行っている施設について、文献値等をもとに排

ガス中の濃度を設定、マップ調査の排ガス量を乗じて推計。  
・ HCl：廃棄物焼却炉について、文献値等をもとに排ガス中の濃度を設定、

マップ調査の排ガス量を乗じて推計。  
・ 凝縮性ダスト：凝縮性ダストは、硫酸イオン（SO4

2-）等の水溶性成分や

有機物等から構成されているが、発生源ごとの相違が大きく、測定が難
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しいため、合理的に推計された例は少ない。これまで、水溶性成分が主

体であるとして、SO2 排出量に対する硫酸塩の割合を設定して推計した例

がある。  
 
3.2.1.2.2. 中小事業所・小型焼却炉・民生等 

マップ調査では把握されていない中小の事業所や家庭で使用されている

小規模燃焼機器からの排出量が推計対象である。排出量推計方法としては、

これまで、  
 

① 燃料種類（都市ガス、LPG、灯油、Ａ重油等）ごとに燃料消費量と排出

係数を乗じて算出する方法  
② 燃焼機器の設置台数に機器別の排出係数を乗じて算出する方法  
 

の２通りの方法が行われている。大気環境評価モデルの入力データ等、地

域別の排出量を推計する必要が有る場合には、地域別の燃料消費量の把握が

できることから①の方法が採用されている。  
活動量である燃料消費量については、総合エネルギー統計（資源エネルギ

ー庁長官官房総合政策課編、年刊)やガス事業統計（資源エネルギー庁ガス市

場整備課編、月刊)等、エネルギーに関する各種統計資料をもとに地域別の消

費量が推計されている。  
排出係数については、一般には、我が国の既存調査資料をもとに設定され

るが、適切なデータが無い時には、諸外国の同様な機器についての排出係数

を参考に設定されることもある。  
 
3.2.1.2.3. 移動発生源 

(1) 自動車  
・ 走行時排出量：走行量と排出係数（単位距離当たりの排出量）を乗じて

算出する。走行量は、幹線道路については、国土交通省の全国道路街路

交通情勢調査（国土交通省道路局 以下、道路交通センサス )等に基づく

平日、休日別走行量や交通モデルによる推計値等が使用される。道路交

通センサスの調査対象外の細街路における走行量については、一般に、

自動車輸送統計 (国土交通省総合政策局情報管理部 )における全道路走行

量推計値と幹線道路走行量の差分を細街路走行量としている。排出係数

は、環境省や地方自治体が実測データをもとに設定している車種別、規

制年別、平均旅行速度別の排出係数が使用される。平均旅行速度は、道

路交通センサスの混雑時旅行速度や交通量をもとにした平均旅行速度推

定モデルの推定値、交通モデルの結果等が使用される。  
・ 蒸発ガス：最近では、停車中や走行中に排気管以外から発生するガソリ
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ン蒸気の排出量も推計されるようになっている。以下の３つの排出要因

について排出量が推計されている。  
DBL（Diurnal Breathing Loss）：駐車中の、温度変化等によるタン

ク内気体の呼吸に起因する蒸発ガス  
HSL（Hot Soak Loss）：エンジン停止直後に発生する蒸発ガス  
RL（Running Loss）：走行時に発生する蒸発ガス  

 排出量は、実測データを基に設定された排出係数や排出モデルを用い、

環境条件（気温）、燃料の蒸気圧を考慮して推計されている。  
・ タイヤ摩耗、巻き上げ粉じん  

 タイヤ摩耗及び巻き上げ粉じんは、走行時の排気ガスと同じように、排

出係数（単位距離当たりの排出量）を乗じて算出する。排出係数は、長い

間、浮遊粒子状物質汚染予測マニュアル（環境庁大気保全局大気規制課監

修  (1997)）に示されている値が使用されてきたが、排出量を的確に把握

するため、最近、環境省の調査（財団法人日本環境衛生センター  (2006)）
において、検討がなされ、新しい排出係数の試算が行われている。  

(2) 船舶  
船舶からの排出量については、陸上に近い港湾区域における排出量が推

計されてきたが、最近では、大気環境モデルへの入力を考慮し、港湾区

域外の洋上での排出を含めた従来よりも広範囲の推計がなされている。  
排出量推計方法としては、  
①  燃料消費実績を用いて燃料当たりの排出係数により排出量を推計する

方法  
②  船舶活動量と活動量当たりの排出係数から算出する方法  
の２つがあるが、地域別の排出量を推計する場合には、港湾区域内の活

動量をもとにした推計が行われている。  
港湾区域内の活動量は、各港の港湾統計や港湾統計年報（国土交通省総

合政策局情報管理部、年刊 )から求めている。排出係数については、国内

における各種調査結果や諸外国における排出係数データをもとに、主機、

補機エンジン別に設定された値が使用されている。  
(3) 航空機  

航空機については、これまで、主要な空港における離着陸時と、ある一

定の高度までの排出量が推計されている。排出量は、空港別、機種別の

発着機数に、機種別、LTO サイクル（Landing and Take-off：アプロー

チ、アイドリング、離陸、上昇の４モード）別の排出係数を乗じて求め

る。空港別、機種別発着機数は、航空輸送統計年報（国土交通省総合政

策局情報管理部、年刊 )、新東京国際空港公団資料等の統計資料のデータ

を用いている。機種別、LTO サイクル別の排出係数は、諸外国の排出係数

を参考に設定されている。  
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(4) 建設、産業、農業機械  
 建設機械、産業機械、農業機械からの排出量は、各機械の保有台数、

稼働状況（仕事量）、排出係数（仕事量当たりの排出量）を乗ずることに

より求めている。  
 活動量（保有台数、稼働状況）については、経済産業省、国土交通省、

農林水産省等の関連する省庁の統計データや地方自治体の調査データ等

から推定している。排出係数は、環境省調査（環境省  (1995)）で設定さ

れた値が使用されている。  
 ガソリンエンジンを使用している機械からは、ガソリン蒸気の蒸発が

あり、自動車と同様の手法で推計出来ると考えられるが、我が国では、

これまで、排出量が推計された例は見あたらない。  
 
3.2.1.2.4. 固定蒸発発生源 

固定発生源からの NMVOC の排出は、  
①  製油所、油槽所、給油所等での燃料の漏出  
②  石油化学基礎品製造、塗料製造、印刷インキ製造、カーボンブラック製

造等の工業プロセス  
③  塗装工程、印刷工程、接着剤、金属表面処理、ゴム用溶剤、クリーニン

グ等の有機溶剤の使用  
に伴い発生するもの等について、推計が行われている。  
推計は、基本的に、活動量に排出係数を乗じて算出するが、排気の処理装置

があるものについては、設置率と処理率から除去量を求め、排出量を補正する。

活動量は、石油系燃料の生産量と出荷・販売量、石油化学製品の生産量、塗料

や接着剤の出荷量等であるが、燃料については、石油資料月報(石油連盟、月刊)
やエネルギー生産需給統計年報 (通産省調査統計部資源エネルギー統計調査室、

年刊)、石油化学製品については、化学工業統計年報(経済産業省経済産業政策局

調査統計部、年刊 )、塗料や接着剤については、化学工業統計や各業界団体の資

料やヒアリング調査結果等から求められている。  
排出係数は、燃料、石油化学製品製造、塗料製造等については、新しいデー

タが無く、1970 年代に資源エネルギー庁の実測結果をもとに設定された値や諸

外国の値を参考に設定されてきた。  
環境省は、VOC の排出抑制対策の進捗状況を把握するため、VOC 排出インベ

ントリの整備を進めており、平成 19 年度において、平成 12 年度のデータを対

象に作成したインベントリの見直しを行うとともに、その精度等を向上させた

インベントリ（平成 17 年度のデータを使用）を作成している。そこでは、発生

源の定義を明確にするとともに、推計に使用するデータや大気排出率の見直し

を行い、大気中に排出される VOC について、発生源品目別の排出量を推計して

いる。今後は、このような新しい知見の活用が望まれる。  
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3.2.1.2.5. 自然起源の発生源 

自然起源の排出としては、植物からの NMVOC、海塩粒子等が排出量の推計

対象となる。  
植物起源 NMVOC は、二次粒子の原因物質と考えられており、人為起源の

NMVOC の排出量が減少するに従い、その寄与が無視できないと考えられてお

り、推計精度の向上が求められている。我が国では、これまで、米国 EPA の BEIS2 
(Biogenic Emissions Inventory System, http://www.epa.gov/AMD/ 
biogen.html )に準じて、植物からの VOC 排出量（イソプレン、モノテルペン）

を推計した例がある。そこでは、BEIS2 の排出係数と国土数値情報、農林水産

省の森林、農作物作付面積等から推計した植生面積とから、環境条件（気温、

日射等）を考慮して、排出量を推計している。  
近年、諸外国では、環境影響に対する植物起源 VOC の重要性が認識され、排

出モデルの開発や排出係数の実測等が行われており、新しい植物起源 VOC イン

ベントリが開発されている。これらのモデルは、多くの測定結果をもとに主要

な VOC 種別ごとに、葉面温度や日射量を変数とした排出アルゴリズムを作成し、

実測された植物種ごとの基礎排出係数と詳細な植生データとから、VOC の排出

を推計するもので、従来よりも精度の高いエミッションインベントリの作成が

期待できる。  
海塩粒子については、1980 年代に提案された風速を変数とした発生モデルに

より、推計されている。  
 
3.2.1.2.6. その他 

その他の発生源としては、野焼き等のバイオマス燃焼、喫煙に伴う粒子の排

出、三元触媒装着自動車、農業（畜産、施肥）、下水処理、浄化槽等の都市活動、

ペット、発汗等に伴う NH3 の排出等を考慮することが望ましい。これらは、農

水省の統計、厚生労働省資料等から求めた活動量と排出係数とから推計してい

るが、我が国における排出係数は存在しないため、諸外国の値が使用されてい

る。  
野焼きについては、農業廃棄物について、その生産量と生産量当たりの排出

係数とから排出量を推計する。生産量当たりの排出係数は、生産量当たりの残

渣、焼却率、焼却量当たりの排出係数とから求めるが、焼却量当たりの排出係

数は諸外国の値が使われている。  
喫煙による粒子発生量については、これまで、環境評価用としての推計はな

されておらず、環境評価モデルの入力データとしては考慮されていない。  
その他、火山や山火事、雷等からの排出もあるが、特殊なイベントにおける

発生であり、通常は考慮されない。  
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3.2.2.  日本の粒子状物質排出インベントリの現状 

3.2.2.1.  発生源別排出量 

大気中における化学反応により生成される二次粒子の寄与が大きくなりつつ

ある状況においては、大気中における粒子状物質の発生源別寄与濃度や低減対

策を検討するためには、NOx や VOC 等からの二次粒子生成モデルを組み込んだ

化学物質輸送モデルによる評価が必要である。モデル入力用排出インベントリ

は、各種発生源からの総排出量だけではなく、時間、空間的に配分された排出

量が必要である。以下に、我が国で化学物質輸送モデル用に作成された排出イ

ンベントリについて、現状を紹介する。  
表 3.2.2 に、近年我が国で作成され、論文、報告書等で公表されている排出イ

ンベントリの概要を示す。  
 
 
表 3.2.2 我が国で作成された化学物質輸送モデル入力用排出インベントリの概

要  
インベントリ

名  

環境省  JCAP II CRIEPI/NIES EAGrid2000-JAPAN

推計地域  関東･関西  全国  関東   

対象年  2000 年度  2000 年度  2000 年度  2000 年度  

空間分解能  1km 3 次メッシュ  3 次メッシュ  3 次メッシュ  

時間分解能  夏季、冬季  

時刻 (1 時間 )

別  

月別  

時刻 (1 時間 )別  

月別  

時刻 (1 時間 )別  

月別  

時刻 (1 時間 )別  

対 象

成分  

ガス  SO2, NOx,  

NMVOC, 

HCl,CO,NH3 

SO2, NOx,  

NMVOC, 

HCl,CO,NH3 

SO2, NOx,  

NMVOC, 

HCl,CO,NH3 

CO,CO2,NH3, 

NMVOC, NOx, SO2 

粒子  SPM TSP, SPM, 

PM10, PM2.5 凝

縮性粒子  

TSP, PM2.5 

凝縮性粒子  

PM10, PM2.5 

備考  *1 *2 *3 *4 

*1：財団法人日本気象協会  (2003) 
*2：財団法人石油産業活性化センター  (2005) 
*3：速水と小林  (2004) 
*4：Kannari ら  (2007) 

 
環境省インベントリは、環境省が平成 14 年度に実施した「浮遊粒子状物質環

境汚染実態解析調査」 (財団法人日本気象協会  (2003))で、非定常モデルによる

シミュレーションを行うために作成されたものである。  
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また、前述のとおり、環境省は、平成 19 年に、VOC についての排出インベ

ントリの改訂を行い、発生源品目別 VOC 排出量を公表している。このインベン

トリでは、有機二次粒子の前駆物質となる蒸発発生源からの VOC 排出量につい

て、最新の調査結果が反映されている。表 3.2.3 に、固定発生源からの VOC 排

出 量 を 示 す 。（ 詳 細 は 環 境 省  水 ・ 大 気 環 境 局 大 気 環 境 課  (2007) 、
http://www.env.go.jp/press/press.php?serial=8430 を参照)。  
 

表 3.2.3 固定発生源からの VOC 排出量推計結果  
（環境省  水・大気環境局大気環境課  (2007)）  

平成12年度 平成17年度

塗料 480 400

燃料（蒸発ガス） 170 180

印刷インキ 130 80

化学品 130 80

工業用洗浄剤 80 50

ラミネート用接着剤 60 50

接着剤 60 40

製造機器類洗浄用シンナー 60 40

ドライクリーニング溶剤 50 40

粘着剤・剥離剤 60 40

その他の発生源品目 180 200

合計 1,460 1,200

排出量（千t/年）
発生源

 

JCAPⅡ（Japan Clean Air Program）インベントリは、（財）石油産業活性化

センターが実施している自動車と石油業界の共同研究プログラム JCAPⅡにお

い て 、 自 動 車 か ら 排 出 さ れ る ガ ス が 大 気 環 境 に 及 ぼ す 影 響 に つ い て

CMAQ(Community Multiscale Air Quality、http://www.epa.gov/AMD/CMAQ/)
を用いて評価するために作成されたものである。自動車からの排出量推計には、

始動、冷間時の排出増加や DBL、HSL、RL 等の蒸発ガス、走行距離による触

媒の劣化、故障や違法改造等の高排出車からの排出、温湿度等の環境条件の補

正等が考慮されている(財団法人石油産業活性化センター  (2005))。  
CRIEPI/NIES インベントリ（速水と小林  (2004)）は、(財)電力中央研究所と

(独 )国立環境研究所の共同研究で作成されたもので、CMAQ を用いた二次粒子

の濃度予測に使用された。自動車からの排出量は、JCAP の成果が取り入れられ

ている。  
EAGrid2000-Japan（Kannari ら  (2007)）は、東アジア域における長距離大

気輸送モデルへの入力用として開発された EAGrid2000（Kannari ら  (2007)）
の一部として開発された日本域を対象とした詳細インベントリである。JCAP の

成果等、新しい成果が取り入れられた排出インベントリである。表 3.2.4 に

EAGrid2000-Japan によって推計された発生源ごとの汚染物質排出量を示す。  
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表 3.2.4 各種発生源からの排出量推計結果の例（Kannari ら  (2007)）  
発生源  SO2 NOx NMVO

C 

NH3 CO PM10 PM2.5 CO2 

(Gg) (Gg) (Gg) (Gg) (Gg) (Gg) (Gg) (Tg) 

工業系燃焼  509 821 45 1 1,059 60 43 536 

発電  142 181 4 3 13 9 6 331 

家庭系燃焼  1 42 2 0 43 4 3 74 

廃棄物焼却・野焼き  34 66 19 2 310 25 18 42 

道路輸送  26 945 495 14 3,927 75 57 206 

船舶  159 333 14 0 31 19 17 16 

航空機  0 20 5 0 17 1 1 4 

固定蒸発発生源 a   1,452      

農業系 NH3 発生源 b    286     

その他 NH3 発生源 c    110     

総計  872 2,408 2,036 414 5,400 192 147 1,209

Streets ら  (2003) 801 2,198 1,920 339 6,806 - - 1,145

REASｄ c 926 1,970 1,880 347 2,580 - - 1,199

a:精油所からガソリンスタンドにおける給油までの石油流通経路 (235Gg)、産業工程 (35Gg)、

塗料使用 (783Gg)、印刷インク使用 (183Gg)、その他溶剤使用 (217Gg)における排出  

b:畜産 (266Gg)、施肥 (19Gg) 

c:ヒト、ペット (101Gg)、産業工程 (8Gg) 

d:Frontier Research Center for Global Change (2004)、  

http://www.jamstec.go.jp/frsgc/research/d4/emission.htm 

 
その他、JCAP と(独 )国立環境研究所は、排出係数に活動量を乗じて推計する

原 単 位 法 に 基 づ く 排 出 量 推 計 シ ス テ ム GBEAMS (Georeference-Based 
Emission Activity Modeling System)を開発している(Nansai ら  (2004)、國見

ら(2007)。このシステムは、推計手法を明確にするとともに、公開データの使用

を前提として、推計結果の透明性を確保するシステムになっている。現在、推

計結果の精度評価やシステムの改良を行っているが、このようなシステムでは、

同一発生源からの複数排出物の一元管理、データの更新、新規物質の推計が容

易にできる等の特色がある。  
 
3.2.2.2.  発生源別プロファイル 

NOxや VOC 等からの二次粒子生成モデルを組み込んだ化学物質輸送モデルに

よる評価を行うためには、各発生源からの排出量に加えて、発生源ごとに、粒

子の粒径分布や化学組成、二次粒子の前駆物質である NOx や NMVOC 等の組成

に関する情報（発生源プロファイル）が必要になってくる。海外では、後述す
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るように各種発生源ごとに、組成データが整備されている例もあるが、我が国

では、蒸発発生源から排出される VOC 組成以外は、公表された資料が極めて少

なく、化学物質輸送モデルの各使用者が、それぞれ海外の情報をもとに設定し

ているのが実状である。以下に、我が国における状況を述べる。  
 
3.2.2.2.1. VOC 組成 

蒸発発生源の VOC 組成については、環境省の VOC 排出に関する調査報告書

（社団法人環境情報科学センター  (2003)）に我が国の調査データが掲載されて

おり、それをもとに各化学反応モデルに会わせてグルーピング化された組成デ

ータが使用されている。  
燃焼発生源の VOC 組成については、我が国のデータがほとんどなく、米国の

組成データソフトウェア SPECIATE (http://www.epa.gov/ttn/chief/software/ 
speciate/index.html や化学物質輸送モデル用排出データ作成プログラム

SMOKE(Sparse Matrix Operator Kernel Emissions Modeling System, 
http://www.smoke-model.org/index.cfm)の組成分解データをもとに設定してい

る。  
自動車からの VOC 組成については、JCAP が測定したデータが公開されて

いる（表 3.2.5 ）。  
 

表 3.2.5 自動車排気中の NMVOC 組成  
（財団法人石油産業活性化センター  (2002)）  

  OLE PAR TOL XYL FORM ALD2 ETH PAR2 メタン / 

総 炭 化 水

素  

ガ ソ

リ ン

排気  

GV01 1.1% 94.9% 0.6% 0.1% 1.0% 0.7% 1.6% 0.0% 0.91

GV02 2.4% 87.8% 1.0% 1.4% 3.0% 1.6% 2.8% 0.1% 0.69

GV03 1.4% 89.6% 1.7% 3.8% 0.5% 0.4% 2.4% 0.1% 0.56

GV04 0.8% 89.3% 1.3% 3.0% 3.3% 1.2% 0.9% 0.1% 0.83

GV05 0.0% 90.4% 1.0% 6.4% 0.9% 1.3% 0.0% 0.0% 0.83

GV06 0.2% 92.9% 1.3% 2.6% 2.0% 0.6% 0.4% 0.1% 0.79

GV07 0.0% 93.4% 2.0% 4.2% 0.2% 0.1% 0.0% 0.1% 0.47

GV08 0.0% 91.4% 2.7% 5.3% 0.3% 0.2% 0.0% 0.1% 0.54

ガ ソ

リ ン

蒸発  

DBL 1.9% 92.6% 0.4% 0.2% 0.2% 4.5% 0.0% 0.2% 0.00 

HL 0.9% 90.1% 2.6% 2.0% 0.4% 3.0% 0.1% 1.0% 0.00 

RL 1.6% 89.6% 2.0% 1.9% 0.3% 3.7% 0.0% 0.8% 0.00 

ディーゼル排

気  

4.4% 68.4% 1.8% 2.7% 6.4% 2.1% 5.2% 9.1% 0.01 
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3.2.2.2.2. 粒子状物質の組成、粒径分布 

粒子状物質の組成（EC、OC、SO4 等）、粒径分布に関する我が国の公表さ

れたデータは、ほとんどない。そのため、化学物質輸送モデルの入力データは、

米国の組成データ SPECIATE や排出インベントリ AP-42 等のデータを参考に、

使用する燃料ごとに設定されることが多い。JCAP では、（社）日本自動車工

業会や（財）日本自動車研究所で測定された内部調査データをもとに、ディー

ゼル車からの粒子状物質の炭素組成や粒径分布を設定している（表 3.2.6）。  
 

表 3.2.6 ディーゼル車からの粒子状物質組成  
（財団法人石油産業活性化センター  (2005)）  

交 通 セ ン

サ  
ナンバープレート  重量  粒子状物質  粒子状物質組成  

ス 車 両 区

分  
調査による重量区

分  
区分％  測定結果割振り  EC% OC% 他% 

乗用車  －  －  乗用車  78.29 7.66 14.05 
バス  2.5－3.5t 52.4 中重車 3t 以下    
 3.5－12t 38.1 重量車（10t 以上） 52.08 21.39 26.52 
 12t 以上  9.5 重量車（12t 以上）   
小型貨物  1.7－2.5t 6.0 軽 ～ 中 重 量  2 －

2.5t 
  

 2.5－3.5t 34.3 中重車 3t 以下  45.69 20.28 34.03 
 3.5－12t 59.7 重量車（10t 以上）   
貨客車  1.7t 以下  1.0 乗用車    
 1.7－2.5t 37.6 軽 ～ 中 重 量  2 －

2.5t 
70.06 13.72 16.22 

 2.5－3.5t 61.4 中重車 3t 以下    
普 通 貨 物

車  
1.7－2.5t 0.1 軽 ～ 中 重 量  2 －

2.5t 
  

 2.5－3.5t 2.5 中重車 3t 以下  36.09 31.01 32.90 
 3.5－12t 70.9 重量車（10t 以上）   
 12t 以上  26.5 重量車（12t 以上）   
特殊車  －  －  重量車（10t 以上） 29.8 24.6 45.6 

 
3.2.3.  海外の粒子状物質排出インベントリの現状 

3.2.3.1.  米国における排出インベントリの現状 

米国では、EPA が各種発生源からの大気汚染物質についての排出インベント

リを NEI (National Emissions Inventory、http://www.epa.gov/ttn/chief/ 
trends/) として作成し、インターネット上で公開している。NEI では、点源、

非点源、移動発生源、植物発生源等からの大気汚染物質や有害大気汚染物質に

ついてのデータベース作成を目的として、データの収集、解析、配布までの一

連の業務計画が立案され、計画的にインベントリデータベースが作成されてい

る。現在、EPA のホームページでは、1996 年、1999 年、2002 年の NEI が公

開されている。表 3.2.7、3.2.8 に、NEI を元に作成された米国における一次粒

子としての PM2.5 の排出量と二次粒子の前駆物質となる NOx や VOC 等の発生源
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ごとの排出量推計結果を示す。  
また、EPA では排出量推計に使用する各種排出源の排出係数として、AP-42 

Fifth Edition (http://www.epa.gov/otaq/ap42.htm)を整備しているが、最近では、

排出係数情報を FIRE という名前でソフトウェア化し、発生源分類コード（SCC: 
Source Classification Code）による検索等利便性を向上させている。また、近

年 、 FIRE は 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 に 移 さ れ 、

WebFIRE(http://cfpub.epa.gov/oarweb/index.cfm?action=fire.main) と い う 名

前で公開されている。その他、植物起源の排出インベントリシステム BEIS 
(http://www.epa.gov/AMD/biogen.html) 、 自 動 車 の 排 出 モ デ ル MOBILE6 
(http://www.epa.gov/otaq/m6.htm) 、 オ フ ロ ー ド エ ン ジ ン の 排 出 モ デ ル

NONROAD (http://www.epa.gov/otaq/nonrdmdl.htm)、大気環境評価モデル用

の排出インベントリ作成ソフトウェア SMOKE (Sparse Matrix Operator 
Kernel Emissions、http://www.smoke-model.org/index.cfm)等、各種インベン

トリ作成システムやツールが提供されている。  
その他、EPA は、各種発生源の TOC (Total Organic Compound)や粒子状物

質の化学組成に関する情報を SPECIATE (http://www.epa.gov/ttn/chief/ 
software/speciate/index.html) と い う ソ フ ト ウ ェ ア で 提 供 し て い る 。

SPECIATE では、発生源ごとの粒子状物質粒径分布、炭素組成等の情報が集約

されている。  
PM2.5 については、EPA は、インターネット上に PM2.5 Inventory Resource 

Center (http://www.epa.gov/ttn/chief/eiip/pm25inventory/index.html) という

ウェブサイトを立ち上げ、各種発生源からの PM2.5 排出量推計や粒子の組成に

関する情報を集約している。  
また、最近、二次粒子生成にとって寄与が大きいと考えられている植物起源

の VOC 等の排出インベントリについては、NCAR (U.S. NCAR (The National 
Center for Atmospheric Research))より MEGAN (Model of Emissions of 
Gases and Aerosols from Nature、http://bai.acd.ucar.edu/Megan/)という全球

を対象とした新しいモデルが公開されている。  
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表 3.2.7 米国における各種発生源からの微小粒子状物質の排出量  
（U.S.EPA (2004)）  

排出源  排出量  
(109kg/y) 

粒子状物質
主要成分  

備考

道路上車両排
気  

0.21 有機化合物、
元素状炭素  

ディーゼル車排気 (72％ )、  
ガソリン車排気 (28％ )。  

道路以外にお
ける車両等排
気  

0.37 有機化合物、
元素状炭素  

道路外ディーゼル車 (57％ )、ガソリン車
(20％ )の排気。船舶 (10％ )。航空機 (7％ )。
鉄道 (6％ )。  

化石燃料燃焼  0.36 地殻元素、
微量金属  

発電所 (33％ )、工場 (39％ )、企業･団体
(25％ )、住居 (3％ )等、固定発生源におけ
る燃料燃焼。  

工業プロセス  0.35 金属、地殻物
質、有機化合
物  

金属加工 (29％ )。鉱業製品 (27％ )。化学工
業 (11％ )。その他 (33％ )。  

バイオマス燃
焼  

1.2 有機化合物、
元素状炭素  

管理された燃焼 (47％ )。住居での木材燃
焼 (28 ％ ) 。 農 業 で の 燃 焼 (7 ％ ) 。 野 火
(18％ )。  

廃棄物  0.48 有機化合物、
微量金属  

野焼き (91％ )。焼却処理 (9％ )。  

砂埃  3.3 地殻元素 舗装道路での車両による巻上げ (19％ )、
未 舗 装 道 路 で の 車 両 に よ る 巻 上 げ
(40％ )、建設 (15％ )による砂埃。穀物栽培
(24％ )、家畜 (2％ )による砂埃。  

風塵  NA 地殻元素 裸地での風による埃。

その他  0.02 有機化合物、
元素状炭素  

建築物火災。

総計  6.2  

NA=:データなし  
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表 3.2.8 米国における二次粒子生成前駆物質の排出量  

（U.S.EPA (2004)）  
前駆物質  排出量  

(109kg/y
) 

二次粒子状物質
成分  

備考

SO2 17 硫酸塩  道路上 (2％ )、道路以外 (5％ )のエンジ
ン・車両の排気。発電、産業、その他に
よる化石燃料燃焼 (85％ )。各種工業プロ
セス (7％ )。その他の少量発生源 (1％ )。

NOx1,2 26 硝酸塩  道路上 (34％ )、道路以外 (22％ )のエンジ
ン・車両の排気。発電、産業、その他に
よる化石燃料燃焼 (39％ )。雷 (4％ )。土壌
(4％ )。その他の少量発生源 (5％ )。  

人為起源 VOC 16 ほとんどが同定
されない「有機
炭素」化合物各
種  

道路上 (29％ )、道路以外 (18％ )の車両か
らの蒸発・排気。溶媒・表面塗装からの
蒸発 (27％ )。バイオマス燃焼 (9％ )。石
油・揮発性化合物の貯蔵・輸送 (7％ )。
化学・石油産業工程 (5％ )。その他発生
源 (5％ )。  

生 物 起 源
VOC1 

44 ほとんどが同定
されない「有機
炭素」化合物各
種  

約 98％は植物からの排出。イソプレン
(35％ )、モノテルペン (25％ )、その他全
反応性・非反応性化合物 (40％ )。  

NH3 45 アンモニウム塩 道路上、道路以外のエンジン・車両の排
気 (4％ )。化学工業 (3％ )。廃棄物の廃棄、
リサイクル、その他の少量発生源 (4％ )。
家畜 (73％ )。施肥 (16％ )。  

1.自然起源の推計量 (Guenther (2000)より )を含む  
2.NO2 量として示す  

 
3.2.3.2.  欧州における排出インベントリの現状 

欧州では、ここ 10 年位の間、以下に示すような、いくつかの排出インベント

リに関するプログラムが実施され、大気汚染物質や温暖化物質に関する排出イ

ンベントリが整備されてきた(European Environment Agency (2007))。  
・ OECD Control of Major Air Pollutants (MAP) Project 
・ DGXI Inventory 
・ CORINE Programme  
・ Co-operative Programme for Monitoring and Evaluation of the Long 

Range Transmission of Air Pollutants in Europe (EMEP) 
・ IPCC/OECD Greenhouse Gas Emissions Programme. 

この中では、1985 年に開始された CORINE (Coordination of information on 
the environment)プログラムの一部である大気汚染物質に関する排出インベン

トリ CORINAIR(The Core Inventory of Air Emissions in Europe)が良く知ら

れている(European Environment Agency (2007))。  
自 動 車 か ら の 排 出 量 に つ い て は 、 COPERT(Computer Programme to 
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calculate Emissions from Road Transport)という排出量推計ソフトウェアが開

発されている。COPERT は、CORINAIR の一部分と考えられており、現在、

COPERT4 がリリースされている(http://lat.eng.auth.gr/copert/)。  
排出データについては、欧州環境庁(EEA)が取りまとめたものが、EEA のホ

ームページで EEA aggregated and gap filled air emission data として、公開

されている(http://dataservice.eea.europa.eu/dataservice/metadetails.asp?id= 
983) 。  

植物起源の排出については、CORINAIR においても推計されているが、推計

精度の向上を目的に、Natural and Biogenic Emissions and Assessment of 
Impacts on Air Quality (http://www.ist-world.org/ProjectDetails.aspx? 
ProjectId=50aeb6c0b10e49d6a9e11dbf1ecfad6d&SourceDatabaseId=7cff9226
e582440894200b751bab883f)等のプロジェクトが、欧州域内における 10km メ

ッシュの分解能を有する BVOC (Biogenic Volatile Organic Carbon) 排出インベント

リの開発を進めている。  
 

3.2.4.  排出量推計についての課題 

粒子状物質に関する我が国の排出インベントリについては、これまで、推計

例が幾つか存在するが、その推計には多くの課題が残されている。  
第一の課題は、各種発生源に関する排出係数の整備である。自動車について

は、環境省や地方自治体が、実測データをもとに、CO、全炭化水素  (THC)、 NOx、 
粒子状物質等の汚染物質の排出係数を定めている。また、マップ調査の対象施

設に関しては、ばいじんの排出量が把握されている。しかしながら、それ以外

の発生源については、ほとんど実測データがないのが実状である。また、実測

調査に基づくデータがあるものについても、粒子の粒径分布や組成、二次粒子

生成に大きな影響を及ぼす NMVOC の組成に関する情報はほとんど存在せず、

数少ない実測データや海外の情報をもとに推計がなされているのが現状である。

排出寄与の大きな発生源については、粒子の粒径分布や炭素組成、NMVOC 組

成の調査を行い、粒径や組成に関する情報を整備していくことが必要と考えら

れる。  
自動車については、我が国の排出インベントリとしては、比較的整備が進ん

でいるが、最近、排出寄与の大きいディーゼル車に排気後処理装置が装着され、

排気中の NO2/NOx 比が大きく変わりつつあるため、新しい車両の排気組成に関

する情報収集を実施していく必要がある。また、タイヤ、ブレーキ等、排気管

以外の発生要因からの排出量も整備されつつあるが、同時に粒径分布や組成に

ついての情報を蓄積していくことが必要である。  
また、排出ガス対策が進み、新型車からの排出量が減少するに従い、古い車

両や故障車等の高排出車からの排出寄与が大きくなりつつあるため、このよう

な車両からの排出量を推計することも必要と考えられる。  
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排出係数に乗ずる活動量については、排出係数よりは信頼性が高いと考えら

れるが、大気環境モデルに入力するためには、地域別に集計し、さらに、計算

メッシュに配分する必要がある。しかしながら、我が国における活動量に関す

る社会統計は、全国や都道府県別に集計されているものがほとんどであり、詳

細な地域配分をするための情報が不足している。最近では、地理情報システム

（GIS）上で情報を管理することが行われるようになりつつあるため、これらの

情報の整備とそれを活用した排出量推計システムの開発が望まれる。  
近年、粒子中の 14C の測定から、バイオマス起源の炭素の寄与を調べた研究

結果が報告されている。これらの報告では、化石燃料起源の粒子がほとんどと

考えられる都市部においても無視できない割合のバイオマス起源の炭素が存在

することが確認され、植物起源の NMVOC やバイオマス燃焼による粒子や

NMVOC の排出量推計精度の向上に対する要求が高まっている。前述したよう

に、近年、海外において、植物起源の排出インベントリについての進展が見ら

れることから、我が国でも、それらの成果を取り入れた推計精度の高い排出イ

ンベントリの早急な整備が望まれる。  
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